
第１号様式（第４条関係） 

 

令和○年○○月○○日  

 

 福島県知事 様 

 

               郵便番号 〒○○○－○○○○ 

住  所 ○○県○○市○○町○○番○○号 

（法人にあっては、事業所の所在地） 

氏  名 福島 太郎 

（法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名） 

電話番号 ○○○-○○○○-○○○○ 

メールアドレス 

担当者職・氏名 

（法人の場合のみ） 

 

ふくしまぐらし。×テレワーク支援補助金交付申請書 

 

 令和○年度ふくしまぐらし。×テレワーク支援補助金の交付を受けたいので、福島

県補助金等の交付等に関する規則第４条第１項の規定により、下記のとおり申請しま

す。 

記 

１ 補助金交付申請額 

   ○○，○○○ 円 

 

２ 交付申請事業 

 □ ふくしま“ロング・テレワーク”体験コース【長期】 

 ☑ ふくしま“ショート・テレワーク”体験コース【短期】 

 ※該当するものにチェックしてください。 

 

３ 事業実施予定期間 

   令和○年○○月○○日  ～     令和○年○○月○○日 

 

  

記入例 

申請者名、口座名義人の氏名は同

一としてください。 

押印は省略可能です。 

法人が申請する場合は、担当者名

まで忘れずに記載してください。 

事業始期は福島県を最初に訪れる日、 

事業終期は福島県を最後に離れる日を記載してください。 

なお、事業期間外にかかった費用は対象になりませんので、ご注意ください。 



別紙様式１－１ 

 

テレワーク実施計画書 

１ 申請者 

（１）生年月日 （西暦）○○○○年 ○○月 ○○日（ ○○歳） 

（２）ふくしまファンクラブ

会員番号（受付番号） 

〇〇〇〇〇 

※受付番号の場合、「〇〇〇〇〇（受付番号）」と記載ください。 

２ 勤務先 

（１）法人名 株式会社○○○○ 

（２）住所 ○○県○○市○○町○○番○○号 

（３）業種 サービス業 

（４）所属（部・課名等） ○○部○○課 

（５）雇用形態 正規雇用 

（６）職名 係長 

３ 通常の勤務場所 本社 

４ テレワークの実施

場所（施設名、住所等） 

コワーキングスペース○○○○ 

福島県○○市○○町○○番○○号 

５ テレワーク中の主

な業務内容 

Ａ社とのオンラインでの商談及び資料作成 

社内リモート会議及び通常業務 等 

６ 宿泊場所（施設名、

住所） 

ゲストハウス○○○○ 

福島県○○市○○町○○番○○号 
 
 

 

 福島県知事 様 
 

  上記のとおり相違ないことを証明します。 

   証明日（記入日）   令和○年○○月○○日 

   証明者 法人名・所属 株式会社○○○○          

       職・氏名   人事課長 福島 次郎                 

  （担当者 所属 人事課  氏名 福島 三郎  電話 ○○-○○○○-○○○○） 

※証明者は、申請者の勤怠管理を行う者を原則とします。 

※証明内容等の確認のため、県から勤務先に直接ご連絡させていただくことがございます。 

  

雇用者申請用 

該当する様式を使用してください。 

「４ テレワーク実

施場所」及び「６

宿泊場所」が複数

ある場合は、全て

記載して く だ さ

い。 



別紙様式１－２ 

 

テレワーク実施計画書 

１ 勤務者氏名 福島 太郎 

（１）住所 ○○県○○市○○町○○番○○号 

（２）電話番号 ○○○-○○○○-○○○○ 

（３）メールアドレス ○○○○○○@○○○○○.○○○ 

（４）生年月日 （西暦）○○○○年 ○○月○○日（○○歳） 

（５）ふくしまファンクラブ

会員番号（受付番号） 

〇〇〇〇〇 

※受付番号の場合、「〇〇〇〇〇（受付番号）」と記載ください。 

２ 所属（部・課名等） ○○部○○課 

３ 雇用形態 正規雇用 

４ 職名 係長 

５ 通常の勤務場所 本社 

６ テレワークの実施

場所（施設名、住所等） 

コワーキングスペース○○○○ 

福島県○○市○○町○○番○○号 

７ テレワーク中の主

な業務内容 

Ａ社とのオンラインでの商談及び資料作成 

社内リモート会議及び通常業務 等 

８ 宿泊場所（施設名、

住所） 

ゲストハウス○○○○ 

福島県○○市○○町○○番○○号 

 

※本様式は体験者１名につき、１枚作成すること。 

 

 

福島県知事 様 
 

上記のとおり相違ないことを証明します。 

   証明日（記入日）   令和○年○○月○○日 

   証明者 所属     株式会社○○○○ 

       職・氏名   人事課長 福島 次郎 

※証明者は、申請者の勤怠管理を行う者を原則とします。 

※証明内容等の確認のため、県から勤務先に直接ご連絡させていただくことがございます。 

  

法人申請用 

該当する様式を使用してください。 

「６ テレワーク実

施場所」及び「８

宿泊場所」が複数

ある場合は、全て

記載して く だ さ

い。 

証明者は、人事担当課長を想定し

ておりますが、証明権限のある方

であれば、他の方でも構いません。 



別紙様式１－３ 

 

 

テレワーク実施計画書 

１ 申請者 

（１）生年月日 （西暦）○○○○年 ○○月○○日（○○歳） 

（２）ふくしまファンクラブ

会員番号（受付番号） 

〇〇〇〇〇 

※受付番号の場合、「〇〇〇〇〇（受付番号）」と記載ください。 

２ 団体名・屋号 テレワーク体験ラボ 

３ 業種・事業内容 サービス業 

４ 通常の勤務場所 自宅 

５ テレワークの実施

場所（施設名、住所等） 

コワーキングスペース○○○○ 

福島県○○市○○町○○番○○号 

６ テレワーク中の主

な業務内容 

Ａ社から受託しているウェブページ設計業務及び仕様確認等を

目的としたオンラインミーティング 

経営コンサルティングを受けているＢ社とのオンラインでの相

談業務 等 

７ 宿泊場所（施設名、

住所） 

ゲストハウス○○○○ 

福島県○○市○○町○○番○○号 
 
  

 

福島県知事 様 
 

  上記のとおり相違ないことを誓約します。 
 

   誓約日（記入日）  令和○年○○月○○日 
 

       氏名    福島 太郎 

 

 

個人事業主等申請用 

該当する様式を使用してください。 

「５ テレワーク実施場所」

及び「７宿泊場所」が複数

ある場合は、全て記載して

ください。 



別紙様式１－５ 

 

費用内訳書 

（単位：円） 

経費区分 内 訳 

 

（積算明細） 

事業に要す

る経費 

（Ａ） 

(Ａ)のうち補助

対象外の経費

（Ｂ） 

補助対象経費

（Ａ－Ｂ） 

①宿泊費 

ゲストハウス○○○ 

5,000円×4泊 

（うち１泊分 5,000

円は○○カードのポ

イント付与額） 

20,000 5,000 15,000 

②交通費 
東京駅～福島駅間 

8,580円×2回 17,160       0 17,160 

③施設利用料 

コワーキングスペー

ス○○○○ 

1,000円×4日 

4,000       0     4,000 

④レンタカー代 
 

 
             0 

補助対象経費合計額（Ｃ） 36,160 

補助金交付申請額（Ｃの３／４、千円未満切り捨て） 

上限：【長期コース】３０万円   【短期コース】１万円／１泊 
27,000 

 

※「ふくしまお試し移住村」利用者に係る加算分             （単位：円） 

経費区分 内 訳 

 

（積算明細） 

事業に要す

る経費 

（Ｅ） 

(Ｅ)のうち補助

対象外の経費

（Ｆ） 

補助対象経費

（Ｅ－Ｆ） 

⑤地域体験活動

に係る費用 

地域体験参加費用 

7,000円×1日 
7,000 0 7,000 

補助対象経費（加算分）合計額（Ｇ） 7,000 

補助金（加算分）交付申請額Ｈ（Ｇの３／４、千円未満切り捨て） 

上限：5,000円／日 

【長期コース】10日間まで 【短期コース】6日間まで 

5,000 

※加算がある場合の交付申請額合計は、Ｄ＋Ｈとなります。 

 

 



■確認欄（チェック欄） 

 ・補助対象経費の支払方法（予定）について、以下のうちいずれか該当するものにチェックす

ること。 

☑ ①クレジットカード、クーポン等による支払いが含まれる □ ②現金による支払いのみ 

＜① の場合＞ 

   クレジットカード、クーポン等の名称（ ○○カード ） 

   ※複数利用する場合、全ての名称を並記すること。 

 ☑ 「（Ａ）のうち補助対象外の経費（Ｂ）」には、以下に該当する経費を記載すること 

   ※補助対象外経費が複数含まれる場合、合計額のみでなく内訳を記載すること。 

    （例：○○カードポイント分：□円、クーポン分：△円など） 

・ポイントカードの提示やクレジットカードの利用等に伴いポイントが付与される場合

は、そのポイント付与額 

・正規雇用者が申請者の場合は、対象法人から支給される旅費や通勤手当等 

・対象法人が申請者の場合は、来県する勤務者自身が負担する経費 

・金券やポイント、クーポン等で支払を行う経費 等 

 ☑ 補助金交付申請額は、補助対象経費合計額（C）の 3/4以内、かつ、コースごとの上限以

内の金額を千円未満切り捨てで記載すること 

  

・テレワーク体験における同行者の有無及び本事業の利用について以下を確認すること 

 ☑ 同行者がいる（人数： １ 名） □ 同行者がいない 

 

＜同行者がいる場合＞ 

   ☑ 同行者は本事業を利用する（予定含む） □ 同行者は本事業を利用しない※ 

    （氏名： 福島 次郎  ） 

   ※本事業を利用しない同行者がいる場合、テレワーク体験に要した費用について同行者の

人数により按分が必要となる場合があります。 

    例：滞在場所として、コテージ等の宿泊人数により費用が変わらない施設に同行者も含

めて宿泊された場合は同行者の人数により按分する など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙様式第１ 

 

テレワーク体験に係る意向確認書（計画） 

体験者氏名： 福島 太郎    

 

１ テレワーク体験の目的及び意向 

(1) 移住等への関心 

（複数チェック可） 

☑ 福島県への移住を検討している 

□ 福島県との二地域居住を検討している 

□ 福島県との継続的な関わりを希望している 

※上記のいずれにも該当しない場合は本事業の対象となり

ません。 

(2) 福島県でテレワーク体験を

実施する目的 

 

 転職は難しいが、福島県への移住を検討しており、テレワ

ークにより普段と異なる場所でも通常通りの業務ができれ

ば、移住の選択が可能となることから、今回の体験を通し、 

業務を行う上で支障が出ないか確認をするため。 

２ テレワーク体験中に予定している地域交流等 

(1) 地域交流等の内容 

※長期コースの場合は、２つ以上

記載してください。 

（※どのような地域交流を行うのか、わかるよう可能な限

り具体的に記載ください。） 

・〇月〇日に〇〇不動産を訪問し、〇〇町の不動産の空き状

況や家賃相場等の情報収集を行う。 

・〇月〇日に〇〇役場の移住担当である〇〇課〇〇氏を訪

問し、移住に関する相談や地域の情報を収集する。 

・〇月〇日に「ふくしまと関わる Room」に掲載されている

キーパーソンの〇〇氏と〇〇〇に関する意見交換を行う。 

 (2) 地域交流等の目的 

（※（２）の目的のために、上記２（１）の交流を行う、と

なるように記載ください。） 

・現地を訪れ、実際に物件や周辺環境を確認することで、福

島県への移住を検討する際の判断材料として活かすため。 

・役場を訪れ、リアルな地域の情報を収集することで、自分

が想像している移住先とギャップがないか確認するため。 

・キーパーソンである〇〇氏の〇〇の取り組みに関心があ

るので、滞在を通して〇〇氏との交流を図り、都内に帰った

後も継続的なつながりを構築したいと考えているため。 

※本様式は体験者ごとに全ての項目を記載すること 

※地域交流等に該当する活動は、「よくある質問」を参照にすること 

記入例 



別紙様式第２ 

誓約書 

 福島県知事 様 

 

〈福島県への訪問目的〉 

 ☑ 本事業で申請する福島県への訪問は、テレワークを主目的としたもので、支社や事業所、

関係する企業等への出張ではないことを確約します。 

〈暴力団等排除〉 

 ☑ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号）第２条

に規定する行為、団体等）、暴力団関係企業、その他これらに準ずる者（暴力団員でなくなっ

た日から５年を経過しない者）（以下これらを「暴力団員等」という。）に該当しないこと及

び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわたっても該当しないこと

を確約します。 

（１）暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること。 

（２）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。 

（３）自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

ってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること。 

（４）暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認め

られる関係を有すること。 

（５）役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を

有すること。 

☑ 自ら又は第三者を利用して次の各号の一にでも該当する行為を行わないことを確約します。 

（１）暴力的な要求行為 

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為 

（３）取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

（４）風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて福島県の信用を毀損し、又は福島県の業務

を妨害する行為 

☑ 暴力団員等若しくは上記のいずれかに該当する行為をし、又は上記の表明・確約に関して

虚偽の申告をしたことが判明し、私との取引を継続することが不適切である場合には、私は

福島県から請求があり次第、福島県に対する一切の債務の期限の利益を失い、直ちに債務を

弁償します。 

☑ 上記に関して不法行為があった場合は法的措置（民事・刑事）を講じられても構いません。 

☑ 貴職において必要と判断した場合に、私の個人情報を警察に提供し、表明・確約事項を確

認することについて同意します。 

  

令和 ○年 ○○月 ○○日  

住 所 ○○県○○市○○町○○番○○号    

氏 名  福島 太郎                           

 

申請者と同一としてください。 

記入例 


